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医療機関のソーシャルワーカーを対象とした難病患者への就労支援についての研修 

〜プログラム検証・アンケート結果・提出課題事例からのモデル事例の提示〜 

 
研究分担者  植竹 日奈  国立病院機構まつもと医療センター 
研究協力者  小森 哲夫  国立病院機構箱根病院 

江口 尚   北里大学医学部公衆衛生学 
川尻 洋美  群馬群馬大学医学部附属病院患者支援センター 
正田 良介  国立病院機構東埼玉病院 

 
研究要旨 

医療機関における社会的支援を担う医療ソーシャルワーカーに対して難病患者への就労支援、両
立支援についての研修をおこない、プログラムについて検証した。神経難病、消化器系難病に関す
る医学的知識、現在展開されている就労支援全体に関する知識、医療機関においてソーシャルワー
カーが行う就労支援、難病相談支援センターについての知識、模擬症例の検討とロールプレイを取
り入れたグループワークをおこなったところ、高い評価と達成度を得た。さらに、参加者に難病就
労支援に関するアンケートをおこない、就労支援の現状について聞いたところ、医療機関における
難病就労支援が決して活発ではないこと、ワーカー自身が自分たちに知識や経験が不足していると
感じていること、院外機関との連携を重要と認識しながら実際はあまりできていないことなどが浮
かび上がった。研修課題として提出された実際の症例には好事例といえる成功事例も多く、それら
に基づいて、モデル事例集を作成した。 

 
A. 研究目的  

  医療機関において社会的支援を担う医療
ソーシャルワーカーに対する難病患者への
就労支援、仕事と治療の両立支援についての
研修プログラムの有効性について検証し、さ
らにアンケートによる就労支援に関する実
態把握、提出課題をもとにしたモデルとなる
支援事例集の作成により良い支援手順の標
準化に結びつける。 

 
B. 研究方法  

 全国の医療ソーシャルワーカー152 名を対
象に、「医療機関における難病患者さんへの
仕事と治療の両立支援研修」をおこなう。 

 ①参加者に研修プログラムを評価してもら
う。 

 ②参加者に就労支援についてのアンケート
をおこなう。 

 ③研修参加課題として提出された実際の支
援症例をもとにモデルとなる支援事例集を
作成する。 

 

実施した研修プログラムは以下のとおり。 

＜医療機関における難病患者さんへの仕事と
治療の両立支援研修＞ 

2019 年 7月 13 日（土曜日）・10 月 5日（土曜日） 

時間：9：10～16：55 

                        

【プログラム】 
9：10  受付開始 
9：30～  9：45  挨拶 
オリエンテーション 開始時アンケート 

9：45～10：45   「神経難病と就労支援」 
 小森 哲夫（国立病院機構箱根病院） 
10：45～10：55  休憩 

10：55～11：55 「就労支援概論」 

 江口 尚（北里大学医学部公衆衛生学） 

11：55～12：45    昼食休憩 

12：45～13：15  「医療機関におけるＳＷによ

る就労支援」 
 植竹 日奈（国立病院機構まつもと医療セン

ター） 

13：15～13：45  「難病相談支援センターと医
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療機関の連携 

川尻 洋美（群馬大学医学部附属病院患者支

援センター） 
       

13：45～14：30  グループワーク 1 
14：30～14：45  グループワーク発表とまとめ 

14：45～15：00  休憩 

15：00～16：00  「消化器系難病と就労支援」 

 正田 良介（国立病院機構東埼玉病院） 

16：00～16：20 グループワーク 2 
16：20～16：40 グループワーク発表とまとめ 
16：40～16：55  終了時アンケート 
      まとめ 
 

アンケートの結果は添付資料①のとおり。 
 

(倫理面への配慮) 
研修募集の時点で参加希望者に研究主旨と参
加同意について説明し、研修への参加、および
アンケートと課題の提出を持って研究参加への
同意とすることを告知した。 

 
C. 研究結果 

☆受講開始前アンケート結果 

①参加者の状況 

30 代、40 代の参加者が他の年代に比して多い。
社会福祉士のほか、精神保健福祉士、ごく少数
であるが看護師の資格を持つ人もあった。経験
年数には大きな偏りはなかった。地域医療支援
病院、がん診療拠点病院といった地域の中核的
位置づけの病院からの参加が多い、一方で障害
者病棟、療養介護事業といった重度の障害者を
対象とする病床を持つ医療機関からの参加も一
定数あった。 

②退院支援業務との兼ね合い 

病棟における退院支援への専従専任以外のワー
カーがいないという回答が４分の１あった。つ
まり４分の１の医療機関に就労支援や外来患者
への援助を業務とするワーカーがいないという
ことである。 

③両立支援にかんする知識 

「事業場における治療と商業生活の両立支援ガ

イドライン」について利用したことがある
（19％）知っているが利用はない（53％）知ら
ないと答えた人も 28％いた。「都道府県地域両
立支援推進チーム」については参加している
（7％）活動内容を知っている（6％）存在は知
っているが活動内容は知らない（81％）存在を
知らない（6％）であり、９割近いワーカーが活
動について知らない状況であった。 

④難病患者への就労支援について 

経験がある人が 56％いたが、平成 30 年１年間
での症例数は５例以下が 68％と決して活発に
活動している状況ではない。支援方法は面談、
電話が主であり、多職種会議も開催されていた。
アウトリーチ（訪問など院外に出かけての支援）
も少ないがあった。主には主治医、看護師から
紹介されており、少ないが院外機関からの紹介
（連携）も存在した。相談内容で多かったのは
「体調不良や機能障害によって仕事を続けよう
か悩んでいる」「体調不良や機能障害で仕事をや
めてしまった」「今は就労していないが再就職し
たい」「自分の病名や状態を職場に伝えるべきか
悩んでいる」が上位４位。連携職種としては医
師、看護師だけでなく、数は少ないが言語聴覚
士、栄養士、事務職員など幅広いところが就労
支援のきっかけになっていた。院外機関との連
携においては、患者さんの職場と直接連携して
いる例も多かった。両立支援において労働分野
での中核的役割を期待されている産業保健総合
支援センターとの連携が特に多いとは言えず、
ハローワーク、難病相談支援センターとの連携
は多かった。 

⑤難病患者以外への就労支援について 

難病患者への支援に比べれば経験があるようだ
が、やはり５例以内というワーカーが７割を占
めた。医療機関において就労支援についてどの
程度のニーズが潜在しているのか不明なので、
この状況が多いか少ないか妥当なのかは不明で
あるが、就労支援が決して活発には行われてい
ないということは言えるだろう。紹介経路、相
談内容、支援方法、連携院内窓口、連携院外機
関などについては難病患者さんへの支援の傾向
と大きく変わりはなかった。 

⑥院外機関との連携の必要性と実際 

産業医、ハローワーク、障害者就業・生活支援
センター、産業保健総合支援センター、障害者
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総合相談支援センター、難病相談支援センター、
診療所、行政（障害福祉、生活保護、その他）
との連携について、それぞれ必要性は認めてい
ながらも実際の連携はあまり行われていない。 

⑦就労支援についての意見 

いくつかの例示に対する同意について聞く形で
アンケートした。多くの同意を得た意見をまと
めると、潜在的ニーズはある（93＝同意した数）
のでニーズ発掘の努力が必要（95）、難病相談支
援センターやハローワークなどとの連携が重要
（126）と考えるが、ワーカー自身の難病や就労
支援に関する知識が不足している。（難病 101 
就労支援 120） 実際の支援にあたっては医師
から患者が紹介されてくる（68）が、医師の就
労支援についての知識や意識が高まるとよい、
（知識 81 意識 84） 実際の就労支援に利用で
きるツールがあるとよい（92）、というような意
見が多かった。医療機関で積極的に取り組むべ
き（80）としながら医療機関のワーカーはつな
ぎ役（63）とするということからは院外機関に
ついての知識を持ち十分な連携することが必要
と考えられるだろう。 

 
☆受講終了時アンケート結果 

研修についての評価（ニードにマッチしたか、
時間量、難易度）お役立ちノート、ガイドに対
する意見、達成度についてを回答してもらった。
研修についてはおおむね高い評価を得た。グル
ープワークについては事前の関心は他の項目に
比べて低かったが、受講してもらった結果とし
ては満足度は高かった。 

お役立ちノート、ガイドについては、本来のこ
れらのツールの意図である「患者さんが自分の
状況を整理することに役立つ」に同意したワー
カーが多く、ツールの意図は実践でも有効であ
ると考えられた。一方、量が多すぎる、時間が
かかりすぎるという意見も多くあり、改善が望
まれる点である。 

達成度については研修前と研修後では大きく改
善をみることができた。 

☆研修参加課題として研修終了後の実践につい
て報告いただいた。 

①課題として実際の就労支援症例を個人情報を
消去した形で提出いただいた。これらの症例を

参考に、好事例（モデル事例）集（添付資料②）
を作成した。 

成功例の多くは、医師との連携、カルテの情報
などから患者に関する正確な医療情報を得て、
複数の院外機関と連携していた。 

②研修終了後、実践に取り組んだうえで就労支
援についての意見を自由記載でうかがった（添
付資料③） 

 
D. 考察 

①本研究の主軸であった研修プログラムについ
ては受講生による内容の評価、達成度について
は総じて高い評価を得たと考える。グループワ
ークへの開始前の関心は他に比べて低めだった
が、結果としては高い評価を得た。今回のよう
に症例検討、ロールプレイを取り入れた実践的
なワークを研修に取り入れることは有効である
と考える。なお、開始前の達成度の低さは予想
を超えていたということも付け加えておく。 

②開始前アンケートからは、現状では医療機関
における難病患者さんへの両立支援は決して活
発には行われていないこと、４分の１の機関に
担当できるワーカーがいないこと、現状での両
立支援に関する知識がワーカーに不足している
こと、院外機関との連携の重要性を認めながら
も実際は連携できていないことなどが考察され
た。 

③課題として提出された事例には好事例といえ
る成功事例もあり、知識が足りないと自認する
ワーカーたちへの水先案内としての資料作成の
参考になると考えられた。 

 
E. 結論 

医療機関における医療ソーシャルワーカーへ
の研修プログラムは高い評価を得て一定の達成
度をあげることができた。アンケートでもワー
カーの知識不足が多くの意見としてあがってき
ており、今回のプログラムによる研修は有効で
あったといえる。 

 
F．健康危険情報  該当なし 
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G．研究発表 

1. 論文発表 該当なし 

2. 学会発表 該当なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 該当なし 

2. 実用新案登録 該当なし 

3. その他 該当なし 
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添付① 
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添付③ 

令和元年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 難治性疾患政策研究事業 

「難病患者の総合的支援体制に関する研究」班 

研究分担者 植竹日奈 

MSW への就労支援研修 研修後課題２ まとめ（自由記載の内容を要約） 

 

１．あなたが難病患者さんへの就労支援をおこなうために、課題となることは何でしょうか？ 

・SW自身に就労支援に関する情報が不足している 48 
・SW自身の経験が不足している 14 
・SW自身の疾病に関する理解が不足している 14 
・どのようにして知識を得たらいいかわからない 
・患者さんにとっていちばん身近な主治医が限られた診療時間の中で就労の話をしにくい 
・就労支援に対する院内での理解が不足している 25 
・就労支援が「仕事を探すこと」ととらえられている  
・就労支援の重要性が認められない  
・外勤（アウトリーチ）の必要性が認められない 
・自組織においてどのくらいニーズがあるか把握できていない 14 
・難病相談センター等とのネットワーク構築が不十分 10 
・医療機関での就労支援について院外への周知が不十分 6  
・院外機関との連携が不十分 4 
・特に課題はない（普通にソーシャルワークをおこなえばよい）4 
・就労支援が必要な患者さんが相談に紹介されていない 10 
・就労支援以外の業務との時間調整が必要（退院支援で手一杯または人員配置できない） 
34 
・診療報酬が実現しても増員は難しいのではないか 2 
・労災病院ではニーズが多く専従スタッフがいても対応が間に合わない 
・ソーシャルワーカーが医療機関のいろいろな部署に点在している（医療福祉相談室と退院 
支援部門が違う、どちらで何を扱うのかあいまい） 
・就労支援を必要としている患者さんを抽出し、相談開始する方法がない 26 
・難病患者の就労支援を扱う場（カンファレンスなど）が院内にない 
・医療機関で就労支援ができることが患者家族に周知されていない 18 
・就労支援の方法や連携の仕組みが標準化されていない 
・就労支援事業所で難病への支援をおこなえるところが少ない 
・難病患者の就労について社会全体の認知が足りない 6 
・事業場で難病患者についての知識が不足している 
・外来患者への支援そのものが不足、不十分である 6 
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２、課題をクリアするために所属する機関の中にどんな取り組みや組織、手順などがあったらいいと思いま

すか？ 

・就労支援に経験豊富な機関と医療機関との交流 
・ソーシャルワーカーが就労支援していることを告知するポスターを院内掲示する 58 
・院内のソーシャルワーカー同士が情報共有できるケース報告会や伝達研修の開催 4 
・医師に就労支援の必要性を周知する 14 
・社会保険労務士と医療ＳＷが病院内で協働で就労支援をおこなう 
・各種研修会の参加が業務として認められる 4 
・退院支援以外の業務にソーシャルワーカーが関われるように業務を調整する ５   
・ソーシャルワーカーが外来患者に関われるような体制を作る 
・退院支援以外の業務にソーシャルワーカーが目を向ける 
・院内職員向けの広報や研修を行う 52 
・難病当事者の体験を聴く 
・近隣の相談窓口について情報整理して連絡先一覧を作成する 4 
・院内の窓口 手順の明確化 標準化をおこなう 
・院内に難病支援をおこなうチームを作る その中で就労支援についても扱う  
・退院支援カンファレンスなどに就労支援の視点をとりいれる 4 
・入院患者のスクリーニング項目に就労支援に関する項目を取り入れる ４ 
・退院支援の流れの中に就労支援を位置づける２ 
・脳神経内科医師と院内での取り組みについて具体的な支援の流れを検討する ３ 
・外来とソーシャルワーカーの連携の仕組みを作る ７ 
・診察室に窓口案内を置き医師から渡してもらう 
・がん患者の両立支援担当者との協力し、がんのシステムを難病にも適応 ２ 
・ソーシャルワーカーの診察、説明への同席を増やす 
・入院支援部門との連携によりスクリーニングする 
・就労支援チームの立ち上げ３ 
・難病就労支援のスクリーニングの仕組みつくり ２ 
・医療機関内の潜在的ニーズについて調査をする 2 
・就労支援の研修や事例を聴く機会を増やす 18 
・就労支援だけでなく医療ソーシャルワーカーが配置されていることをより周知する 
・院外の支援機関、支援者との連携（定期相談、カンファレンスなど）を実施する 16 
・院外機関へのポスター配布などをおこなう 
・就労支援に関する院内のマニュアルを作成し周知する 4 
・医師の診断書作成時のマニュアルを作成する 
・社会資源などのリストなどの掲載をマニュアルに掲載する 
・自院ホームページに就労支援について掲載する 6 
・事業場と医療機関が合同で研修をおこなう 
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・疾患に関する勉強の機会を作る 
・難病リソースインデックス地域版を作成する 
・社会保険労務士との連携体制を作る 
 
３．課題をクリアするために、社会全体にどんな取り組みや組織、仕組みなどがあったらいいと思いますか？ 

・がん以外の患者への就労支援に関する診療報酬 88 
・入院患者も対象にする診療報酬 ６ 
・産業医に限定しない連携を評価する ４ 
・回復期における診療報酬 ２ 
・診療報酬にとらわれないでも就労支援にも取り組めるような制度 ２ 
・多職種連携に対する報酬 ４ 
・就労支援を含めた生活についての支援に対しての診療報酬 ２ 
・社会保険と国民健康保険の社会保障格差をなくす ２ 
・医療機関と連携した企業へのメリットの設定 
・症状コントロールがつけば就労が可能であるという社会的認知を醸成する 18 
・メディアを通した啓蒙 12  
・特定医療費申請時の啓蒙 
・難病そのものへの社会的認知 8 
・安全管理上の不安を抱えている事業場に医療機関への相談が可能であると周知する ８ 
・通勤時の支援についての制度  
・ソーシャルワーカーの職能団体などにおける研修機会の増加 10 
・相談機関や窓口についての広報の強化（ＳＮＳも利用する）14 
・ソーシャルワーカーが就労支援することへの社会的認知 
・ソーシャルワーカーの教育課程にも就労支援を入れる ４ 
・就労支援に関する認定資格を作る 4 
・難病患者両立支援に関するわかりやすい掲示物やパンフレットを作成する 6 
・難病に特化した就労支援事業所 2 
・就労支援を意識したケースワークを実施する ５ 
・人材育成して適切に配置する ６ 
・就労支援に取り組む企業への補助金 ４ 
・企業担当者の付き添い受診への補助金 
・企業への罰則規定を設ける 
・「難病と仕事の両立を考える週間」などを設定する 
・難病患者を障害者雇用率の対象にする 6 
・支援者、患者を含めた情報共有ツールを開発する 4 
・ICTを利用した連携 
・啓発のための研修などの開催 10 
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・患者に難病就労支援について周知 啓蒙をおこなう 8 
・外来患者支援全体について制度を整備する 
・事業場における研修を義務化する 
・医療機関から企業への出前研修をおこなう 4 
・産業保健師の配置基準設定 
・産業医の役割の再確認 
・両立支援コーディネーターの配置加算 
 
４．研修後、あなたが実際に取り組んだことをお聞かせください 

・自分が関わっていなくても、働くことのできる年代の難病患者さんについてカルテから 
情報収集して関わろうとした 2 
・患者さんのアセスメントの際に就労にも注目するようになった 4 
・お役立ちノート ガイドを患者さんと記入してみた 4 
・就労支援の要点についてお役立ちノート、ガイドを通して学び直した 8 
・ノート ガイドを患者に紹介した 2 
・県内の各難病担当者を確認した 2 
・就労支援事業所を確認した 難病を支援できる就労支援事業所が少ないことがわかった 
・労災病院のソーシャルワークが活発とわかったので教えてもらう 
・自院の状況把握 8 
・院内他職種への勉強会を実施（計画中含む） 10 
・所属する部署への伝達講習 46 
・入退院支援加算の評価項目に就労支援を追加した 5 
・神経難病患者が入院した際に就労について看護師がスクリーニングする仕組みを作った 
・患者抽出システム作成への前段階として外来の状況の確認をした 2 
・患者抽出システムの検討を開始 2 
・多職種との就労支援における流れを共有 8 
・医局 院内スタッフへの案内配布 2 
・神経内科医師への研修内容の伝達と紹介依頼 6 
・カンファレンスなどの機会を利用して就労支援について周知した 6 
・その他医師や看護師への声かけ 10 
・院内に就労支援に関する掲示をおこなった 
・精神科病院における社会復帰や就労支援の事例を聴取した 
・ソーシャルワーカーがおこなう就労支援について意識するようになった 
・就労支援に関する研修などに参加した 8 
・他職種とのカンファレンスで就労支援について話し合った 2 
・就労支援を意識したケースワークをおこなうようになった 6 
・難病リソースインデックス地域版を作成した 2 
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・ソーシャルワーカーの増員を要求することにした 
・診察同席を増やした 
・部署横断的な「就労支援チーム」を立ち上げた 
・入院中の患者への産保センターなどに関する情報提供 
・県難病ネットワークブロック会議での共有 
・就労支援についてのパンフレットを作成した 
・所属長と現状について話し合った 
・保健師との協議をおこなった 
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